
令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 455 友好都市議員研修事業
政策 安心して子どもを産み育て、誰もが豊かな心をはぐくむまち

この事務事業
施策 文化に親しみ、交流が盛んなまちにしよう

の位置
基本事業 広域交流

主管課名 議事課 課長名 城　千穂子
この事務事業の開始時期 平成13年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 なし

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

友好都市(北海道士別市・長野県木曽町)を議員が訪問 友好都市(士別市・木曽町）を訪問し相互の交流を図
することにより、市政の施策に寄与し、自己の政策形 ることは、両市町の友好関係を維持するために必要で
成能力を養うとともに、相互の交流を図ることを目的 ある。
とする。 木曽町：全議員対象に改選年に開催、日帰り。
「ＳＤＧｓの取り組み：17」 士別市：未訪問議員対象に改選翌年に開催（議員在任

期間中に1回参加）、2泊3日。
※令和２年度の士別市交流が新型コロナウイルスの影
響により中止となったため、令和３年度に

令

実施予定。
 
 

令和2

和

年度は、士別市交流(

 

副議長、未訪問議員）

3

及びコロンバス市交流

年

を予定して
R2年度に

度

実施した具体的な いた

（

が、新型コロナウイル

2

スの影響によりすべて

年

中止となった。
事業の

度

方法、手順、指標に対

実

す
る成果等

事務事業を

施

取り巻く状況は過去と

分

比べ変化しているか (

）

1)活動指標（事務事

事

業の活動量を表す指標

務

）

目的が相互交流だけ

事

でなく、周辺市町村を

業

含めた研修に重 名称 単

目

位
点が変化してきた ①

的

士別市・木曽町を訪問

評

した延べ議員数 人
変 

価

化
②

内 容

対象(この

表

事業の対象、範囲とな

様

る人、物) (2)対象

式

指標（対象の大きさを

1

表す指標）

士別市・木

-

曽町未訪問の議員 名称

1

単位
① 士別市未訪問の

記

議員数 人
② 木曽町未訪

入

問の議員数 人

目的(こ

日

の事業によって上記対

令

象をどのような状態に

和

したいのか) (3)成

0

果指標（目的の達成度

3

を示す指標）

士別市、

年

木曽町との友好を図る

1

名称 単位
① 士別市、木

2

曽町を訪問した議員数

月

人
②

結果(上位基本事

0

業の意図) (4)結果

8

の成果指標（上位基本

日

事業の成果指標）

自主

１

的な交流活動をしても

事

らう 名称 単位
① 友好都

務

市交流が重要と答えた

事

人の割合 ％
②

事務事業

業

の各種指標の実績と見

の

込及び目標

H31年度

現

R2年度 R2年度 R3

状

年度 R4年度 R5年度

　

R6年度
指標 ＼ 年

Ｐ

度 単位
実績値 計画値 実

Ｌ

績値 計画値 目標値 目標

Ａ

値 目標値
(1)の ① 人

Ｎ

21 5 0 5 5 21 10

及

活動指標 ②
(2)の ①

び

人 4 4 4 4 4 9 9
対象

Ｄ

指標 ② 人 0 0 0 0 0 2

Ｏ

0 0
(3)の ① 人 21

事

5 0 1 1 21 10
成果

務

指標 ②
(4)の結果の

事

① ％ 54.5 54.5

業

56.3 58 58 60

名

60
成果指標 ②

予算費

N

目 会計 01 一般会計

o

款 01 項 01 目 01

コ

.

スト 年度 H31年度 R

4

2年度 R2年度 R3年

5

度 R4年度 R5年度 R

5

6年度
実績値 計画値 実

友

績値 計画値 目標値 目標

好

値 目標値
事業費(決算

都

又は予算額)Ａ 単位 2

市

87 4,080 0 82

議

1 821 357 1,4

員

96

財
源
内
訳

 国庫支

研

出金 千円 0 0 0 0 0 0

修

0
 県支出金 千円 0 0

事

0 0 0 0 0
 地方債 千

業

円 0 0 0 0 0 0 0
 そ

政

の他 千円 0 0 0 0 0 0

策

0
 一般財源 千円 28

こ

7 4,080 0 821

の

821 357 1,49

事

6
人件費Ｂ 千円 597

務

.6 597.6 498

事

498 498 498 4

業

98
正職員従事時間×

施

人数 時間×人 60× 3

策

60× 3 50× 3 50

の

× 3 50× 3 50× 3

位

50× 3
正職員以外の

置

人件費 千円 0 0 0 0 0

基

0 0
その他の費用Ｃ 千

本

円 0 0 0 0 0 0 0
トー

事

タルコストA+B+C

業

千円 884.6 4,6

主

77.6 498 1,3

管

19 1,319 855

課

1,994
単位あたり

名

コスト ① 千円/人 22

課

1.2 1,169.4

長

124.5 329.8

名

329.8 95 221

こ

.6
（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ

の

/(2)の対象指標）

事

② 千円/人 0 0 0 0 0

務

42.8 0

1

事業の開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

の自己の政策形成能力

業

を養い、士別市、木曽

名

町との交流を図ると
事

N

業進展等による環境変

o

化 □ ある
いう目的に変

.

化はないため
に伴い、

4

目的を見直す（目
その

5

理由
的の追加・拡充又

5

は絞込）

必要はありま

友

せんか？ ■ ない

有
効
性

好

できない。
今以上に事

都

業の成果を向上
対象と

市

なる議員はすべて参加

議

している。
させる方法

員

を記入して下さ

い。 内

研

　容
※(3)の成果指

修

標を向上させる

　こと

事

はできますか？

計画通

業

り達成
目的達成状況 内

２

　容

□民間への一部委

評

託 □民間への全部委託

価

市関与の必要性 □指定

　

管理 □補助金・負担金

Ｃ

助成 ■市の直営
内　容

Ｈ

　（実施手法） 議員の

Ｅ

交流事業で友好都市と

Ｃ

の調整は議会事務局の

Ｋ

職員が行うことがふさ

目

わし
いと考えるため。

的

効
率
性

市の代表である

妥

議員が友好都市との交

当

流を図る事業は、類似

性

する事業が無く統
事務

こ

事業の統廃合により、

の

合することができない

事

。
事業の効率化を図り

業

、成果
内　容

を向上さ

の

せる方法を記入し

て下

必

さい。

友好都市（士別

要

市・木曽町）との議会

性

交流が希薄になってし

は

まうため、当事業
現状

薄

より事業費・人件費を

れ

の事業費を削減するこ

て

とはできない。
削減す

得

る方法を記入して下

さ

ら

い。（仕様の変更、外

れ

部 内　容
委託、従事時

て

間の削減等は

できない

い

か？)

公
平
性

今後も議

る

員の自己の政策形成能

い

力を養い、士別市
□ あ

ま

る ■ 現状で適正
受益者

せ

負担はありますか？ 、

ん

木曽町との交流を図る

か

必要があるため
また、

。

受益者負担割合は適 ■

十

ない □ 検討が必要 内　

分

容
正ですか？

□ 受益者

な

がいない

３
改
革
改
善
案

成

　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

議員か

果

らは、この事業は必要

が

である 事業を継続し、

理

友好都市との交流を
事

　

業実施上の課題、住 と

由

いう意見が出ている。

得

図る。
民・議会等から

ら

の意見 意　見 対応策
と

れ

対応策

士別市、木曽町

て

、コロンバス市との 士

い

別市、木曽町との交流

ま

R3年度の事業計画は

す

前 変　更
交流

年度から

か

変更・追加は 前年度 ・

？

あるか 追　加

今後の事

得

業・コスト・成果の方

ら

向性 今後の事業の方向

れ

性、改革・改善案
※今

て

年度からの具体的な事

い

業の進め方、手段の見

な

直し等、各方向性の内

い

容

　　　　　　　　　

事

□　拡大 今後も引き続

業

き研修を実施し、友好

進

都市との交流を深
　　

展

　　　　　　　□　改

等

善 める。
　　　　　　

に

　　　■　現状維持
　

よ

　　　　　　　　□　

る

縮小
　　　　　　　　

環

　□　統合
　　　　　

境

　　　　□　完了
　　

変

　　　　　　　□　廃

化

止・休止
コストの方向

あ

性
　　　　　　　　　

る

→　維持
成果の方向性

に

　　　　　　　　　→

伴

　維持

2

い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 455 友好都市議員研修事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

市政の施策に寄与し、自己の政策形成能力を養うとともに、
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

相互の交流を図ることができているため。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

士別市・木曽町未訪問の議員という対

様

象が変わらないため、

式

見直す必
事業進展等に

1

よる環境変化
□ ある 要

-

はない。
に伴い、対象

2

を見直す（拡
その理由

事

大・縮小）必要はあり

務

ませ
■ ない

んか？

議員



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 251 友好の森維持管理事業
政策 安心して子どもを産み育て、誰もが豊かな心をはぐくむまち

この事務事業
施策 文化に親しみ、交流が盛んなまちにしよう

の位置
基本事業 広域交流

主管課名 産業課 課長名 廣瀬　敏文
この事務事業の開始時期 平成13年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 なし

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

 長野県木曽町三岳地区内にある「みよし市友好の森 ・現状
」の維持管理 　全地球的な環境問題への対応
 　水源の実情に対する受益地への期待
【みよし市友好の森（規模、内容）】 ・必要性
・用地(旧三岳村有林・旧国有林)　378,415㎡ 　水源地の森林環境の保全(枝打ち・除伐・間伐)とそ
・森林活用型施設 の有効活用に努める
　　散策道、管理道路　6,000ｍ、あずま屋　1棟 　次代を担う子ども達の環境体験学習の場として活用
　　案内板、啓発用看板
「SDGsの取り組み：6、15」
 

施設の維持管理業務、橋緊急修繕工

令

事、定期巡回（年8回

和

）、間伐材にて木材玩

 

具
R2年度に実施した

3

具体的な 作成
事業の方

年

法、手順、指標に対す

度

る成果等

事務事業を取

（

り巻く状況は過去と比

2

べ変化しているか (1

年

)活動指標（事務事業

度

の活動量を表す指標）

実

現在事業途中のため現

施

状のまま継続して実施

分

名称 単位
① 管理用歩道

）

下草刈り延長距離 ｍ
変

事

 化
②

内 容

対象(こ

務

の事業の対象、範囲と

事

なる人、物) (2)対

業

象指標（対象の大きさ

目

を表す指標）

みよし市

的

友好の森（長野県木曽

評

町三岳地区） 名称 単位

価

市民 ① 友好の森面積 h

表

a
② 人口 人

目的(この

様

事業によって上記対象

式

をどのような状態にし

1

たいのか) (3)成果

-

指標（目的の達成度を

1

示す指標）

水源涵養林

記

としての機能の維持 名

入

称 単位
① 友好の森管理

日

されている面積/総面

令

積 ％
②

結果(上位基本

和

事業の意図) (4)結

0

果の成果指標（上位基

3

本事業の成果指標）

自

年

主的な交流活動 名称 単

1

位
① 自主的な交流活動

2

と答えた人の割合 ％
②

月

事務事業の各種指標の

0

実績と見込及び目標

H

8

31年度 R2年度 R2

日

年度 R3年度 R4年度

１

R5年度 R6年度
指標

事

 ＼ 年度 単位
実績値

務

計画値 実績値 計画値 目

事

標値 目標値 目標値
(1

業

)の ① ｍ 2,550 2

の

,550 2,550 2

現

,550 2,550 2

状

,550 2,550
活

　

動指標 ②
(2)の ① h

Ｐ

a 38 38 38 38 3

Ｌ

8 38 38
対象指標 ②

Ａ

人 61,040 61,

Ｎ

570 61,236 6

及

2,100 62,36

び

0 62,620 62,

Ｄ

880
(3)の ① ％ 1

Ｏ

00 100 100 10

事

0 100 100 100

務

成果指標 ②
(4)の結

事

果の ① ％ 8.6 8.6

業

0 8.6 8.6 8.6

名

8.6
成果指標 ②

予算

N

費目 会計 01 一般会

o

計 款 06 項 02 目 02

.

コスト 年度 H31年度

2

R2年度 R2年度 R3

5

年度 R4年度 R5年度

1

R6年度
実績値 計画値

友

実績値 計画値 目標値 目

好

標値 目標値
事業費(決

の

算又は予算額)Ａ 単位

森

2,586 2,598

維

2,153 2,591

持

3,014 3,014

管

5,269

財
源
内
訳

 

理

国庫支出金 千円 0 0 0

事

0 0 0 0
 県支出金 千

業

円 0 0 0 0 0 0 0
 地

政

方債 千円 0 0 0 0 0 0

策

0
 その他 千円 0 0 0

こ

0 40 40 40
 一般

の

財源 千円 2,586 2

事

,598 2,153 2

務

,591 2,974 2

事

,974 5,229
人

業

件費Ｂ 千円 1,992

施

1,992 1,992

策

5,312 5,312

の

5,312 5,312

位

正職員従事時間×人数

置

時間×人 200× 3 2

基

00× 3 200× 3 4

本

00× 4 400× 4 4

事

00× 4 400× 4
正

業

職員以外の人件費 千円

主

0 0 0 0 0 0 0
その他

管

の費用Ｃ 千円 0 0 0 0

課

0 0 0
トータルコスト

名

A+B+C 千円 4,5

課

78 4,590 4,1

長

45 7,903 8,3

名

26 8,326 10,

こ

581
単位あたりコス

の

ト ① 千円/ha 120

事

.5 120.8 109

務

.1 208 219.1

事

219.1 278.4

業

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(

の

2)の対象指標）② 千

開

円/人 0.1 0.1 0

始

.1 0.1 0.1 0.

時

1 0.2

1

期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

充又は絞込）

必要はあ

業

りませんか？ ■ ない

有

名

効
性

森林保護、環境保

N

全をしていくため、間

o

伐作業の充実を図る。

.

今以上に事業の成果を

2

向上

させる方法を記入

5

して下さ

い。 内　容
※

1

(3)の成果指標を向

友

上させる

　ことはでき

好

ますか？

友好の森の維

の

持管理
目的達成状況 内

森

　容

□民間への一部委

維

託 ■民間への全部委託

持

市関与の必要性 □指定

管

管理 □補助金・負担金

理

助成 □市の直営
内　容

事

　（実施手法） 木曽森

業

林組合に維持管理委託

２

効
率
性

統廃合は出来な

評

い。
事務事業の統廃合

価

により、

事業の効率化

　

を図り、成果
内　容

を

Ｃ

向上させる方法を記入

Ｈ

し

て下さい。

現状より

Ｅ

、事業費・人件費の削

Ｃ

減は出来ない。
現状よ

Ｋ

り事業費・人件費を

削

目

減する方法を記入して

的

下

さい。（仕様の変更

妥

、外部 内　容
委託、従

当

事時間の削減等は

でき

性

ないか？)

公
平
性

設置

こ

目的から適正と考える

の

。
□ ある ■ 現状で適正

事

受益者負担はあります

業

か？

また、受益者負担

の

割合は適 ■ ない □ 検討

必

が必要 内　容
正ですか

要

？
□ 受益者がいない

３

性

改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ

は

Ｏ
Ｎ

散策路が荒廃し、

薄

利用者がほとんど 広報

れ

、ホームページを活用

て

し、広く
事業実施上の

得

課題、住 いないと聞く

ら

。 市民に利用推進の啓

れ

発を行う。
民・議会等

て

からの意見 意　見 対応

い

策
と対応策

維持管理事

る

業、橋緊急修繕工事、

い

定 特になし
R3年度の

ま

事業計画は前 変　更
期

せ

巡回（年8回）、間伐

ん

材にて木製
年度から変

か

更・追加は 前年度 ・
玩

。

具作成
あるか 追　加

今

十

後の事業・コスト・成

分

果の方向性 今後の事業

な

の方向性、改革・改善

成

案
※今年度からの具体

果

的な事業の進め方、手

が

段の見直し等、各方向

理

性の内容

　　　　　　

　

　　　■　拡大 ・森林

由

環境の保全事業と森林

得

有効活用との連携
　　

ら

　　　　　　　□　改

れ

善 ・木曽町三岳地区と

て

の連携
　　　　　　　

い

　　□　現状維持 ・樹

ま

木の間伐とその木材の

す

有効活用
　　　　　　

か

　　　□　縮小 ・友好

？

の森ふれあいツアー事

得

業を統合
　　　　　　

ら

　　　□　統合 ・散策

れ

路や橋の老朽化による

て

修繕
　　　　　　　　

い

　□　完了
　　　　　

な

　　　　□　廃止・休

い

止
コストの方向性
　　

事

　　　　　　　↑　増

業

加
成果の方向性
　　　

進

　　　　　　→　維持

展

2

等による環境変化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 251 友好の森維持管理事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

水源涵養林としての機能を果たせている。
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

対象を見直すことは出来ない。
事業進展等による環境変化

□ ある
に伴い、対象を見直す（拡

その理

様

由
大・縮小）必要はあ

式

りませ
■ ない

んか？

目

1

的を見直すことは出来

-

ない。
事業進展等によ

2

る環境変化 □ ある
に伴

事

い、目的を見直す（目

務

その理由
的の追加・拡



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 252 友好の森ふれあいツアー事業
政策 安心して子どもを産み育て、誰もが豊かな心をはぐくむまち

この事務事業
施策 文化に親しみ、交流が盛んなまちにしよう

の位置
基本事業 広域交流

主管課名 産業課 課長名 廣瀬　敏文
この事務事業の開始時期 平成15年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 なし

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

小学生以上の市民の参加者を募集し、長野県木曽町三 ・平成12年度に取得した「みよし市友好の森」（平成
岳にみよし市が所有する森林(みよし市友好の森)で、 14年度に整備終了）で、市民への環境保全の大切さに
木曽町や木曽森林組合等の指導協力を得て、間伐作業 ついて理解を得るためにも必要である。
の体験を行う。 ・次代を担う子どもたちの環境体験学習の場として必
「SDGsの取り組み：6、15」 要である。

新型コロナウイルス感染症拡大により中止
R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る

令

成果等

事務事業を取り

和

巻く状況は過去と比べ

 

変化しているか (1)

3

活動指標（事務事業の

年

活動量を表す指標）

現

度

在事業途中のため現状

（

のまま継続して実施 名

2

称 単位
① ツアー参加者

年

人
変 化

②
内 容

対象

度

(この事業の対象、範

実

囲となる人、物) (2

施

)対象指標（対象の大

分

きさを表す指標）

市民

）

名称 単位
① 人口 人
②

目

事

的(この事業によって

務

上記対象をどのような

事

状態にしたいのか) (

業

3)成果指標（目的の

目

達成度を示す指標）

森

的

林の適正な保全が大切

評

なことを知ってもらう

価

名称 単位
森林保全の方

表

法を体験してもらう ①

様

保全の大切さを理解し

式

た人/参加者 ％
② また

1

参加したい人数/参加

-

者数 ％

結果(上位基本

1

事業の意図) (4)結

記

果の成果指標（上位基

入

本事業の成果指標）

自

日

主的な交流活動をして

令

もらう 名称 単位
① 自主

和

的な交流活動と答えた

0

人の割合 ％
②

事務事業

3

の各種指標の実績と見

年

込及び目標

H31年度

1

R2年度 R2年度 R3

2

年度 R4年度 R5年度

月

R6年度
指標 ＼ 年

0

度 単位
実績値 計画値 実

8

績値 計画値 目標値 目標

日

値 目標値
(1)の ① 人

１

29 35 0 35
活動指

事

標 ② 1 1
(2)の ① 人

務

61,040 61,5

事

70 61,236 62

業

,100
対象指標 ②
(

の

3)の ① ％ 97 100

現

0 100
成果指標 ② ％

状

86 100 0 100
(

　

4)の結果の ① ％ 8.

Ｐ

6 8.6 0 8.6
成果

Ｌ

指標 ②
予算費目 会計 0

Ａ

1 一般会計 款 06 項

Ｎ

02 目 02

コスト 年度

及

H31年度 R2年度 R

び

2年度 R3年度 R4年

Ｄ

度 R5年度 R6年度
実

Ｏ

績値 計画値 実績値 計画

事

値 目標値 目標値 目標値

務

事業費(決算又は予算

事

額)Ａ 単位 332 40

業

8 0 399 0 0 0

財
源

名

内
訳

 国庫支出金 千円

N

0 0 0 0 0 0 0
 県支

o

出金 千円 0 0 0 0 0 0

.

0
 地方債 千円 0 0 0

2

0 0 0 0
 その他 千円

5

20 32 0 32 0 0 0

2

 一般財源 千円 312

友

376 0 367 0 0 0

好

人件費Ｂ 千円 2,89

の

5 2,895 265.

森

6 2,895 0 0 0
正

ふ

職員従事時間×人数 時

れ

間×人 218× 4 21

あ

8× 4 20× 4 218

い

× 4 0× 0 0× 0 0×

ツ

0
正職員以外の人件費

ア

千円 0 0 0 0 0 0 0
そ

ー

の他の費用Ｃ 千円 0 0

事

0 0 0 0 0
トータルコ

業

ストA+B+C 千円 3

政

,227 3,303 2

策

65.6 3,294 0

こ

0 0
単位あたりコスト

の

① 千円/人 0.1 0.

事

1 0 0.1 0 0 0
（ﾄ

務

ｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)

事

の対象指標）② 千円/

業

0 0 0 0 0 0 0

1

施策
の位置

基本事業
主管課名 課長名

この事務事業の開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

等による環境変化 □ あ

業

る
に伴い、目的を見直

名

す（目
その理由

的の追

N

加・拡充又は絞込）

必

o

要はありませんか？ ■

.

ない

有
効
性

間伐体験だ

2

けでなく、他の体験プ

5

ログラムを併用するこ

2

とにより参加者の増員

友

今以上に事業の成果を

好

向上
を図って行く。

さ

の

せる方法を記入して下

森

さ

い。 内　容
※(3)

ふ

の成果指標を向上させ

れ

る

　ことはできますか

あ

？

間伐体験の実施。
目

い

的達成状況 内　容

□民

ツ

間への一部委託 □民間

ア

への全部委託
市関与の

ー

必要性 □指定管理 □補

事

助金・負担金助成 ■市

業

の直営
内　容

　（実施

２

手法） 市直営にて実施

評

効
率
性

友好の森の維持

価

管理と合わせて事業実

　

施を行う。
事務事業の

Ｃ

統廃合により、

事業の

Ｈ

効率化を図り、成果
内

Ｅ

　容
を向上させる方法

Ｃ

を記入し

て下さい。

友

Ｋ

好の森の維持管理と合

目

わせて事業実施を行う

的

。
現状より事業費・人

妥

件費を

削減する方法を

当

記入して下

さい。（仕

性

様の変更、外部 内　容

こ

委託、従事時間の削減

の

等は

できないか？)

公

事

平
性

他の体験プログラ

業

ムを実施した場合、教

の

材費など
□ ある □ 現状

必

で適正
受益者負担はあ

要

りますか？ の負担は必

性

要。
また、受益者負担

は

割合は適 ■ ない ■ 検討

薄

が必要 内　容
正ですか

れ

？
□ 受益者がいない

３

て

改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ

得

Ｏ
Ｎ

子供達には、大変

ら

良い機会なのでも 友好

れ

の森ふれあいツアーの

て

体験プロ
事業実施上の

い

課題、住 っと充実した

る

事業にして欲しい。 グ

い

ラム等の見直しを行い

ま

参加者が満
民・議会等

せ

からの意見 意　見 対応

ん

策 足のいく内容を実施

か

していきたい。
と対応

。

策

ツアー中止 変更なし

十

R3年度の事業計画は

分

前 変　更
年度から変更

な

・追加は 前年度 ・
ある

成

か 追　加

今後の事業・

果

コスト・成果の方向性

が

今後の事業の方向性、

理

改革・改善案
※今年度

　

からの具体的な事業の

由

進め方、手段の見直し

得

等、各方向性の内容

　

ら

　　　　　　　　□　

れ

拡大 ・令和4年度から

て

友好の森維持管理事業

い

と統合する。
　　　　

ま

　　　　　□　改善
　

す

　　　　　　　　□　

か

現状維持
　　　　　　

？

　　　□　縮小
　　　

得

　　　　　　■　統合

ら

　　　　　　　　　□

れ

　完了
　　　　　　　

て

　　□　廃止・休止
コ

い

ストの方向性
　　　　

な

　　　　　↓　減少
成

い

果の方向性
　　　　　

事

　　　　↓　減少

2

業進展等による環境変化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 252 友好の森ふれあいツアー事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

木曽町や木曽森林組合等の指導協力を得て、間伐の体験を行
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

い、森林保全の大切の周知が出来ている。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

対象を見直すことは出来

様

ない。
事業進展等によ

式

る環境変化
□ ある

に伴

1

い、対象を見直す（拡

-

その理由
大・縮小）必

2

要はありませ
■ ない

ん

事

か？

目的を見直すこと

務

は出来ない。
事業進展



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 407 小学生士別市交流事業
政策 安心して子どもを産み育て、誰もが豊かな心をはぐくむまち

この事務事業
施策 文化に親しみ、交流が盛んなまちにしよう

の位置
基本事業 広域交流

主管課名 学校教育課 課長名 江上　俊郎
この事務事業の開始時期 平成１３年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 みよし市友好都市国内交流事業補助金交付要綱

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

士別市へ市内の代表小学生を派遣する。また、士別市 平成１２年１０月の三好町と士別市の友好提携を契機
の代表小学生を受入する。事業を通じ双方の交流を推 として、今後一層の友好関係を深めていくための相互
進する。 交流の推進を図るため。
 子供同士の交流の見直しを図りつつ平成１５年度から
【ＳＤＧｓ取り組み状況：４】 学校別研修を取り入れ事業の充実化を図ってきた。応

募状況は、過去５年間でみても毎年度１００人前後の
応募があり、児童からの関心も高い事業となっている
。なお

令

、派遣された児童は、

和

士別市での交流活動に

 

意
欲的に取り組み、そ

3

の活動に十分満足して

年

いる。

令和２年度は、

度

士別市派遣事業は中止

（

となった。
R2年度に

2

実施した具体的な
事業

年

の方法、手順、指標に

度

対す
る成果等

事務事業

実

を取り巻く状況は過去

施

と比べ変化しているか

分

(1)活動指標（事務

）

事業の活動量を表す指

事

標）

子ども同士の交流

務

の見直しを図りつつ平

事

成１５年度から学 名称

業

単位
校別研修を取り入

目

れた。 ① 研修回数 回
変

的

 化
また、令和２年度

評

、令和３年度は、新型

価

コロナウイルス感 ② 派

表

遣・受入期間 日
内 容

様

染症感染拡大防止のた

式

め、士別市派遣事業は

1

中止となった
。

対象(

-

この事業の対象、範囲

1

となる人、物) (2)

記

対象指標（対象の大き

入

さを表す指標）

市内小

日

学校５・６年生 名称 単

令

位
① 小学５・６年生児

和

童数 人
② 交流を行う学

0

校数 校

目的(この事業

3

によって上記対象をど

年

のような状態にしたい

1

のか) (3)成果指標

2

（目的の達成度を示す

月

指標）

北海道の大きな

0

自然環境に触れたり、

8

友好都市の児童と交流

日

した 名称 単位
りするこ

１

とで、異なる文化の良

事

さに触れ、視野を広め

務

させる。 ① 士別市派遣

事

団団員児童数 人
② 士別

業

市受入児童数 人

結果(

の

上位基本事業の意図)

現

(4)結果の成果指標

状

（上位基本事業の成果

　

指標）

自主的な交流活

Ｐ

動をしてもらう 名称 単

Ｌ

位
① 友好都市の交流推

Ａ

進が重要だと思う割合

Ｎ

％
②

事務事業の各種指

及

標の実績と見込及び目

び

標

H31年度 R2年度

Ｄ

R2年度 R3年度 R4

Ｏ

年度 R5年度 R6年度

事

指標 ＼ 年度 単位
実

務

績値 計画値 実績値 計画

事

値 目標値 目標値 目標値

業

(1)の ① 回 3 0 0 0

名

3 3 3
活動指標 ② 日 8

N

4 0 4 8 8 8
(2)の

o

① 人 1,378 1,2

.

74 0 1,215 1,

4

207 1,163 1,

0

151
対象指標 ② 校 8

7

1 0 8 8 8 8
(3)の

小

① 人 32 0 0 0 32 3

学

2 32
成果指標 ② 人 2

生

0 20 0 20 20 20

士

20
(4)の結果の ①

別

％ 64 50 50 70 7

市

0 70 70
成果指標 ②

交

予算費目 会計 01 一

流

般会計 款 10 項 02 目

事

02

コスト 年度 H31

業

年度 R2年度 R2年度

政

R3年度 R4年度 R5

策

年度 R6年度
実績値 計

こ

画値 実績値 計画値 目標

の

値 目標値 目標値
事業費

事

(決算又は予算額)Ａ

務

単位 2,632 3,2

事

61 0 3,019 3,

業

250 3,250 3,

施

250

財
源
内
訳

 国庫

策

支出金 千円 0 0 0 0 0

の

0 0
 県支出金 千円 0

位

0 0 0 0 0 0
 地方債

置

千円 0 0 0 0 0 0 0
 

基

その他 千円 0 0 0 0 0

本

0 0
 一般財源 千円 2

事

,632 3,261 0

業

3,019 3,250

主

3,250 3,250

管

人件費Ｂ 千円 1,59

課

3.6 0 1,095.

名

6 1,593.6 1,

課

593.6 1,593

長

.6 1,593.6
正

名

職員従事時間×人数 時

こ

間×人 480× 1 28

の

0× 0 330× 1 48

事

0× 1 480× 1 48

務

0× 1 480× 1
正職

事

員以外の人件費 千円 0

業

0 0 0 0 0 0
その他の

の

費用Ｃ 千円 33 0 0 3

開

3 33 33 33
トータ

始

ルコストA+B+C 千

時

円 4,258.6 3,

期

261 1,095.6

事

4,645.6 4,8

務

76.6 4,876.

区

6 4,876.6
単位

分

あたりコスト ① 千円/

法

人 3.1 2.6 0 3.

定

8 4 4.2 4.2
（ﾄ

受

ｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)

託

の対象指標）② 千円/

事

校 532.3 3,26

務

1 0 580.7 609

自

.6 609.6 609

治

.6

1

事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

ている、視野を広め、

業

相互理解と友好親善が

名

できているため
事業進

N

展等による環境変化 □

o

ある
。

に伴い、目的を

.

見直す（目
その理由

的

4

の追加・拡充又は絞込

0

）

必要はありませんか

7

？ ■ ない

有
効
性

事前研

小

修を含め、事業内容に

学

ついて、児童の意見を

生

参考に充実させること

士

で成
今以上に事業の成

別

果を向上
果向上が見込

市

める。
させる方法を記

交

入して下さ

い。 内　容

流

※(3)の成果指標を

事

向上させる

　ことはで

業

きますか？

達成できて

２

いる。
目的達成状況 内

評

　容

□民間への一部委

価

託 □民間への全部委託

　

市関与の必要性 □指定

Ｃ

管理 ■補助金・負担金

Ｈ

助成 □市の直営
内　容

Ｅ

　（実施手法） 市から

Ｃ

の補助金で実施してい

Ｋ

る。

効
率
性

スポーツ課

目

の類似事業で、サッカ

的

ー派遣団・少年野球派

妥

遣団があるが、目的が

当

事務事業の統廃合によ

性

り、
違うため、統廃合

こ

は難しい。
事業の効率

の

化を図り、成果
内　容

事

を向上させる方法を記

業

入し

て下さい。

事前打

の

合せ１回、研修会３回

必

行っているが、事前の

要

準備として必要であり

性

、現
現状より事業費・

は

人件費を
状より削減す

薄

ることは難しい。
削減

れ

する方法を記入して下

て

さい。（仕様の変更、

得

外部 内　容
委託、従事

ら

時間の削減等は

できな

れ

いか？)

公
平
性

市の補

て

助金と参加者の負担金

い

で実施している。
■ あ

る

る ■ 現状で適正
受益者

い

負担はありますか？

ま

ま

た、受益者負担割合は

せ

適 □ ない □ 検討が必要

ん

内　容
正ですか？

□ 受

か

益者がいない

３
改
革
改

。

善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

学

十

校・保護者から、引率

分

教諭を各校 引率教諭の

な

人数について検討する

成

。
事業実施上の課題、

果

住 １人にしてほしいと

が

の要望がある。
民・議

理

会等からの意見 意　見

　

対応策
と対応策

令和２

由

年度の派遣受入事業は

得

、新型 7月下旬の士別

ら

市派遣は中止、1月の

れ

R3年度の事業計画は

て

前 変　更
コロナウイル

い

ス感染症拡大防止のた

ま

士別市児童受入は未定

す

。
年度から変更・追加

か

は 前年度 ・
め、中止し

？

た。
あるか 追　加

今後

得

の事業・コスト・成果

ら

の方向性 今後の事業の

れ

方向性、改革・改善案

て

※今年度からの具体的

い

な事業の進め方、手段

な

の見直し等、各方向性

い

の内容

　　　　　　　

事

　　□　拡大 幅広い世

業

代にまでに交流の輪が

進

広がるように、必要に

展

　　　　　　　　　□

等

　改善 応じ内容を見直

に

しながら今後も事業を

よ

継続する。
　　　　　

る

　　　　■　現状維持

環

　　　　　　　　　□

境

　縮小
　　　　　　　

変

　　□　統合
　　　　

化

　　　　　□　完了
　

あ

　　　　　　　　□　

る

廃止・休止
コストの方

に

向性
　　　　　　　　

伴

　→　維持
成果の方向

い

性
　　　　　　　　　

、

→　維持

2

対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 407 小学生士別市交流事業

２
評
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令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
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事務事業名 No. 426 友好都市小学生スポーツ交流事業
政策 安心して子どもを産み育て、誰もが豊かな心をはぐくむまち

この事務事業
施策 文化に親しみ、交流が盛んなまちにしよう

の位置
基本事業 広域交流

主管課名 スポーツ課 課長名 甲村　聡
この事務事業の開始時期 平成10年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 みよし市友好都市国内交流事業補助金交付要綱

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

友好都市国内交流の一環として、少年野球、少年サッ コロナウイルス感染症の影響により事業中止。スポー
カーを通じた士別市とみよし市のスポーツ交流会を開 ツを通じて、友好都市である士別市とみよし市の交流
催する。 を深めるとともに、参加者の豊かな創造性と責任のあ
毎年、みよし市から交流団（野球チームとサッカーチ る行動を体得する機会とし、青少年の健全育成を図る
ーム）を士別市へ派遣している。令和3年度からミニ ために必要である。
バスケットボールチーム

令

の派遣、交流を予定。
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開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1
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